
（平成２６年２月５日報道資料抜粋）

年金記録に係る苦情のあっせん等について

年金記録確認関東地方第三者委員会東京地方事務室分

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 21 件

厚生年金関係 21 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 18 件

厚生年金関係 18 件



関東東京厚生年金 事案24830 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこ

とが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）における資格喪失日に係る記

録を昭和46年４月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を９万2,000円とすることが

必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等  

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和７年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和46年３月31日から同年４月１日まで 

Ａ社に勤務していた期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。申立

期間においても同社に継続して勤務していたので、申立期間を厚生年金保険の被保険

者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録並びにＢ社Ｃ部及び複数の元従業員の供述から判断すると、申立

人は、申立期間においてもＡ社に継続して勤務し（昭和46年４月１日にＡ社から同社の

関連会社であるＤ社に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和46年２月の社

会保険事務所（当時）の記録から、９万2,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、申立人の資格喪失日に係る届出を社会保険事務所に誤って行い、また、申立期間

に係る厚生年金保険料を納付していないことを認めていることから、社会保険事務所は、

申立人に係る昭和46年３月の保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務

所が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保

険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する義務を履

行していないと認められる。 

  



関東東京厚生年金 事案24831 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこ

とが認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記録を昭和 48 年 11

月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を４万2,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等  

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和31年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和48年10月31日から同年11月１日まで 

Ａ社に勤務していた期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。申立

期間においても同社に継続して勤務し、その後、同社の関連会社であるＢ社に異動し

たので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録、Ａ社から提出された申立人に係る退職証明書及び同社の回答か

ら判断すると、申立人は、申立期間においても同社に継続して勤務し（昭和 48年 11月

１日にＡ社からＢ社に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 48 年９月の

社会保険事務所（当時）の記録から、４万2,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、申立人の資格喪失日に係る届出を社会保険事務所に誤って行い、また、申立期間

に係る厚生年金保険料を納付していないことを認めていることから、社会保険事務所は、

申立人に係る昭和 48年 10月の保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事

務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は

保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

  



関東東京厚生年金 事案24836 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこ

とが認められることから、申立人のＡ社Ｂ支店における資格喪失日に係る記録を昭和

50 年 10 月２日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 17 万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等  

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和17年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和50年９月25日から同年10月２日まで 

Ａ社Ｂ支店に勤務していた期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。

申立期間においても同社に継続して勤務していたので、厚生年金保険の被保険者とし

て認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録及びＡ社から提出された申立人に係る経歴表により、申立人は、

昭和50年10月１日まで同社Ｂ支店に継続して勤務していたことが認められる。 

また、Ａ社の担当者は、通常、休職者については１日付けで辞令を交付し、資格喪失

時の保険料は復帰後の給与等から控除することとしているところ、同社で保管している

厚生年金保険被保険者資格喪失確認通知書において申立人に係る資格喪失日が昭和 50

年９月 25日とされている理由は不明だが、その後に同年 10月２日に訂正されているこ

とから、同社は、申立期間当時、申立期間に係る保険料を控除すべきであると認識して

いたと推察することができ、同年 12 月に支給されたと思われる賞与から控除したか又

は復帰後の 51 年７月の給与から控除したかは不明だが、何らかの形で保険料を控除し

た可能性は十分ある旨供述している。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたと認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｂ支店における昭和 50 年

８月の社会保険事務所（当時）の記録から、17万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

  



主は、申立人の資格喪失日に係る届出を社会保険事務所に誤って行い、申立期間に係る

厚生年金保険料を納付していないことを認めていることから、事業主は昭和 50 年９月

25 日を厚生年金保険の資格喪失日として届け、その結果、社会保険事務所は、申立人

に係る同年９月の保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の

告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付

した場合を含む。）、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する義務を履行していな

いと認められる。 

  



関東東京厚生年金 事案24837 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ社に係る被保険者記録は、資格取得日が平成４年 10 月１日、資格喪失日

が７年 10 月１日とされ、当該期間のうち、同年９月 30 日から同年 10 月１日までの期

間は厚生年金保険法第 75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる被保険者期

間とならない期間と記録されているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、

厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の同

社における資格喪失日を同年 10月１日とし、申立期間の標準報酬月額を 38万円とする

ことが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和31年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成７年９月30日から同年10月１日まで 

Ａ社に出向していた期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。同社

は、年金事務所に事後訂正の届出を行ったが、時効により厚生年金保険料を納付する

ことができず、申立期間の記録は年金の給付に反映されないので、給付されるよう記

録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人のＡ社に係る被保険者記録は、資格取得日が平成４年 10 月１日、資格喪失日

が７年 10 月１日とされ、当該期間のうち、同年９月 30 日から同年 10 月１日までの期

間は厚生年金保険法第 75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる被保険者期

間とならない期間と記録されている。 

しかしながら、雇用保険の加入記録、Ａ社の回答及び出向元であるＢ社の従業員台帳

（発令情報）から判断すると、申立人は、申立てに係る関連会社に継続して勤務し（平

成７年 10 月１日にＡ社からＢ社に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における平成７年８月の社

  



会保険事務所（当時）の記録から、38万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、申立人の資格喪失日について社会保険事務所に正しい届出を行っていなかったと

回答していることから、事業主は平成７年９月 30 日を厚生年金保険の資格喪失日とし

て届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年９月の保険料について納入の

告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付され

るべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立期

間に係る保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

  



関東東京厚生年金 事案24841 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたこ

とが認められることから、申立期間の標準賞与額に係る記録を、平成 16年８月 25日は

70万6,000円、同年12月17日は 50万 2,000円、17年７月 15日は 49万 2,000円とす

ることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

  

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和36年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成16年８月25日 

           ② 平成16年12月 17日 

           ③ 平成17年７月15日 

  Ａ社における厚生年金保険の被保険者期間のうち、申立期間の標準賞与額の記録が

無い。預金通帳の写しを提出するので、標準賞与額を認めてほしい。 

  

  

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人から提出された預金通帳の写しにより、Ａ社からの申立期間における振込みが

確認できるところ、当該振込日は、申立期間に係る賞与明細書を保有する複数の元従業

員の振込日と一致しており、また、当該賞与明細書において厚生年金保険料を控除され

ていることが確認できることから、申立人は、申立期間に同社から賞与の支払を受け、

当該賞与に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められ

る。 

 また、申立期間の標準賞与額については、上記預金通帳における振込額及び上記賞与

明細書における計算方法により認められる賞与額及び保険料控除額から、平成 16 年８

月 25 日は 70万 6,000 円、同年 12月 17 日は 50 万 2,000 円、17 年７月 15 日は 49 万

2,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主から回答を得られないが、上記賞与明細書により、申立期間において賞与が支払われ、

当該賞与に見合う厚生年金保険料を控除されていることが確認できるにもかかわらず、

 

  

 



オンライン記録において、申立期間に係る標準賞与額の記録がある者がいないこと、及

びＡ社の元顧問社会保険労務士は、同社の事業主及び事務担当者に賞与支払届を作成す

るための資料を提出するよう促したが提出されなかった旨供述していることから、事業

主は申立てに係る賞与額の届出を行っておらず、その結果、社会保険事務所（当時）は、

当該標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保

険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

  



関東東京厚生年金 事案24842 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこ

とが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）Ｃ工場における資格取得日に

係る記録を昭和 43年３月 30日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を２万円とすること

が必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行したか

否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和21年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和43年３月30日から同年４月１日まで 

Ａ社に勤務していた期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。申立

期間において本社からＣ工場に異動したが、同社に継続して勤務していたので、厚生

年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録及び複数の同僚の証言から判断すると、申立人は、申立期間にお

いてＡ社に継続して勤務し（同社本社から同社Ｃ工場に異動）、申立期間に係る厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

なお、上記同僚の証言及び昭和 42年１月１日から 45年１月１日までの期間において

Ａ社本社から同社Ｃ工場に異動した同僚のほぼ全てが、月の途中に異動していることか

ら、申立人についても、同社本社における資格喪失日である 43年３月 30日が異動日で

あったと考えられるため、申立人の同社Ｃ工場における資格取得日を同日とすることが

相当である。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｃ工場における昭和 43 年

４月の社会保険事務所（当時）の記録から、２万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、Ｂ社

は不明としており、これを確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらないことから、

明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主が申立て

  



どおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所に対して行ったか否かにつ

いては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見当たらないことから、行ったとは

認められない。 

  



関東東京厚生年金 事案24843 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこ

とが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）における資格喪失日に係る記

録を昭和 39 年１月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を２万 6,000 円とすること

が必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

  

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和14年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和38年12月31日から39年１月１日まで 

 Ａ社に勤務していた期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。同社

には継続して勤務していたので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認

めてほしい。 

   

 

第３ 委員会の判断の理由 

   元同僚を含む複数の従業員の供述及び申立人の申立期間における勤務場所等に関する

供述から判断すると、申立人は、申立期間においてＡ社及びＢ社に継続して勤務してい

たことが認められる。 

 また、オンライン記録により、昭和 38 年 12 月 31 日にＡ社において被保険者資格を

喪失し、39 年１月１日にＢ社において被保険者資格を取得したことが確認できる従業

員 12 人のうち、雇用保険の加入記録が確認できる７人は、いずれも申立期間において

雇用保険に加入していることが確認できる。 

さらに、申立人は、「業務内容についてはＣ業で変更は無く、継続して勤務してい

た。」と供述しているところ、上記複数の従業員は、「申立人の申立期間における業務

内容はＣ業かＤ業である。」と供述している。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたと認められる。 

 なお、オンライン記録により、Ａ社及びＢ社における被保険者記録が連続している者

が複数人確認できるところ、そのほとんどの者に係る資格取得日及び資格喪失日は１日

 

  

  

 



とされていることから判断すると、申立人は、同社において被保険者資格を取得する昭

和 39 年１月１日の前日までＡ社において被保険者資格を有していたものと考えるのが

相当である。 

  また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 38年 11月の

社会保険事務所（当時）の記録から、２万6,000円とすることが妥当である。 

  なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、当時の資料が無く不明としているが、事業主が資格喪失日を昭和 39 年１月１日

と届け出たにもかかわらず、社会保険事務所がこれを 38 年 12 月 31 日と誤って記録す

ることは考え難いことから、事業主は同日を厚生年金保険の資格喪失日として届け、そ

の結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年 12 月の保険料について納入の告知を行

っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保

険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立期間に係る

保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

 

  



関東東京厚生年金 事案24844 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間①のうち、昭和 62 年７月９日から同年８月１日までの期間に係

る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められることから、

申立人のＡ社における資格取得日に係る記録を同年７月９日に訂正し、当該期間の標準

報酬月額を30万円とすることが必要である。 

 なお、事業主が申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行したか

否かについては、明らかでないと認められる。 

  

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和５年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和62年６月８日から同年８月１日まで 

          ② 平成２年５月25日から同年６月１日まで 

 Ａ社に勤務していた期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。同社

に継続して勤務していたので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めて

ほしい。 

   

   

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①のうち、昭和 62 年７月９日から同年８月１日までの期間について、雇

用保険の加入記録並びに申立人から提出された在籍期間証明書及び同年７月９日付け

の辞令により、申立人は、当該期間においてＡ社に勤務していたことが確認できる。 

  また、申立人から提出された昭和 62 年分給与所得の源泉徴収票及び 63 年度市民

税・県民税特別徴収税額の通知書において確認できる厚生年金保険料控除額は、オン

ライン記録の標準報酬月額に見合う厚生年金保険料より高いことが確認できる。 

  これらを総合的に判断すると、申立人は、当該期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認められる。 

  また、当該期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 62 年８月

の社会保険事務所（当時）の記録から、30万円とすることが妥当である。 

  なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、Ａ

社は不明としており、これを確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらないことか

ら、明らかでないと判断せざるを得ない。 

 

  

  

  

  

 



    また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主が申立

てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所に対して行ったか否か

については、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見当たらないことから、行っ

たとは認められない。 

    次に、申立期間①のうち、昭和 62 年６月８日から同年７月９日までの期間につい

て、上記在籍期間証明書により、申立人のＡ社における在籍は認められるものの、雇

用保険の加入記録において、申立人について、同年６月８日に同社Ｂ営業所を離職し

てから、同年７月９日に同社において被保険者資格を取得するまでの記録を確認する

ことができないほか、申立人に係る厚生年金基金の加入員記録における資格喪失日は

同年６月９日とされており、オンライン記録の資格喪失日とおおむね一致している。 

    また、上記源泉徴収票等においても、申立人が当該期間に係る厚生年金保険料を控

除されていた事実はうかがえない。 

    このほか、申立人の当該期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関

連資料及び周辺事情は見当たらない。 

    これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が

厚生年金保険の被保険者として、当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていたと認めることはできない。 

  ２ 申立期間②について、雇用保険の加入記録、上記在籍期間証明書及び申立人から提

出されたＡ社との嘱託労働契約書により、申立人が、当該期間において同社に勤務し

ていたことは確認できる。 

    しかしながら、オンライン記録によると、申立人について、平成２年５月 25 日に

Ａ社において厚生年金保険被保険者の資格を喪失した後、同年６月１日に再度同社に

おいて資格を取得しており、当該期間における被保険者記録が無いところ、申立人に

係る厚生年金基金の加入員記録もこれと一致していることから、同社は、申立人に係

る資格喪失届及び資格取得届を当該記録どおり社会保険事務所及び厚生年金基金にそ

れぞれ提出したものと考えられる。 

また、申立人から提出された平成３年度市民税・県民税特別徴収税額の通知書にお

いても、申立人が当該期間に係る厚生年金保険料を控除されていた事実はうかがえな

い。 

    このほか、申立人の当該期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関

連資料及び周辺事情は見当たらない。 

    これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が

厚生年金保険の被保険者として、当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていたと認めることはできない。 

 

 

  



関東東京厚生年金 事案24845 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人のＡ社に係る被保険者記録は、資格取得日が平成 18年４月 24日とされ、同日

から同年５月１日までの期間は厚生年金保険法第 75 条本文の規定により、年金額の計

算の基礎となる被保険者期間とならない期間と記録されているが、申立人は、申立期間

に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められることか

ら、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する

法律に基づき、申立人の同社における資格取得日を同年４月 24 日とし、申立期間の標

準報酬月額を41万円とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

  

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和52年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成18年４月24日から同年５月１日まで 

Ａ社に勤務していた期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。同社

は年金事務所に事後訂正の届出を行ったものの、時効により厚生年金保険料を納付す

ることができず、申立期間の記録は年金の給付に反映されないので、給付されるよう

記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人のＡ社に係る被保険者記録は、資格取得日が平成 18年４月 24日とされ、同日

から同年５月１日までの期間は厚生年金保険法第 75 条本文の規定により、年金額の計

算の基礎となる被保険者期間とならない期間と記録されている。 

しかしながら、雇用保険の加入記録並びにＡ社から提出された申立人に係る雇用契約

書及び給与支払一覧表により、申立人は、平成 18年４月 24日から同社に継続して勤務

し、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認め

られる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、上記給与支払一覧表において確認できる

保険料控除額から、41万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

  



主は、申立人の資格取得日に係る届出を誤って行い、申立期間に係る厚生年金保険料を

納付していないことを認めていることから、これを履行していないと認められる。 

  



関東東京厚生年金 事案24849 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ社における厚生年金保険被保険者の資格喪失日は、昭和43年３月５日であ

ると認められることから、申立人の資格喪失日に係る記録を訂正することが必要である。 

なお、昭和43年２月の標準報酬月額については、５万2,000円とすることが妥当であ

る。 

また、申立人は、申立期間のうち、昭和43年３月５日から同年８月１日までの期間に

係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められることから、

申立人のＡ社における上記訂正後の資格喪失日（昭和43年３月５日）に係る記録を同年

８月１日に訂正し、当該期間の標準報酬月額を、同年３月から同年６月までは５万

2,000円、同年７月は６万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和15年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和43年２月１日から同年10月１日まで 

申立期間当時にＡ社からＢ社に社名が変更されたが、申立期間においても継続して

勤務していた。給与支払明細書を提出するので、厚生年金保険の被保険者として認め

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間のうち、昭和 43 年２月１日から同年３月５日までの期間について、申立

人から提出された給与支払明細書及び複数の同僚の供述等により、申立人は、当該期

間においてＡ社に継続して勤務していたことが認められる。 

一方、Ａ社に係る事業所別被保険者名簿によると、申立人が昭和 42 年 11 月 13 日

に同社において被保険者資格を取得したことは記録されているものの、資格喪失日は

記録されておらず、申立人と同様に資格喪失日が記録されていない者が 11 人確認で

きる。 

また、上記被保険者名簿により、Ａ社が厚生年金保険の適用事業所でなくなった昭

和 43 年２月１日より後の同年３月１日が資格喪失日とされている６人のうち４人に

  



ついて、同年３月５日に届出が行われていることが確認でき、また、当該被保険者名

簿の記録及び上記同僚の供述から、同社は、当該期間において当時の厚生年金保険法

に定める適用事業所の要件を満たしていたものと判断される。 

これらを総合的に判断すると、社会保険事務所（当時）において、申立人が昭和

43 年２月１日に被保険者資格を喪失した旨の処理を行う合理的な理由は無く、当該

処理に係る記録は有効なものとは認められないことから、申立人のＡ社における資格

喪失日を、上記従業員の資格喪失に係る届出が行われた同年３月５日に訂正すること

が必要である。 

また、当該期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 43 年１月

の上記被保険者名簿の記録から、５万2,000円とすることが妥当である。 

２ 申立期間のうち、昭和 43 年３月５日から同年８月１日までの期間について、上記

給与支払明細書及び複数の同僚の供述等により、申立人は、当該期間においてＡ社に

勤務し、当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこと

が認められる。 

また、Ａ社は、当該期間において厚生年金保険の適用事業所でないことが確認でき

るところ、複数の従業員が、当該期間において 10 人以上の従業員が勤務していた旨

回答していることから、同社は、当該期間においても当時の厚生年金保険法に定める

適用事業所の要件を満たしていたものと判断される。 

以上のことから、申立人のＡ社における上記訂正後の資格喪失日を昭和 43 年８月

１日に訂正することが必要である。 

一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき標

準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、

事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに

見合う標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額のいずれか低い

方の額を認定することとなる。 

したがって、当該期間の標準報酬月額については、上記給与支払明細書において確

認できる保険料控除額から、昭和 43 年３月から同年６月までは５万 2,000 円、同年

７月は６万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、Ａ

社は、当該期間において適用事業所の要件を満たしていながら、社会保険事務所に適

用の届出を行っていなかったと認められることから、事業主は、当該期間に係る保険

料を納付する義務を履行していないと認められる。 

３ 申立期間のうち、昭和 43年８月１日から同年 10月１日までの期間について、申立

人は、同年８月分の給与支払明細書を保有していない上、申立人から提出された同年

９月分の給与支払明細書には厚生年金保険料の控除額が記載されておらず、このこと

について給与事務担当者は、給与支払明細書に厚生年金保険料の記載が無いというこ

とは、当該給与から厚生年金保険料を控除していないと思われる旨供述している。 

このほか、申立人の当該期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関

  



連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が

厚生年金保険被保険者として、当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたと認めることはできない。 

  



関東東京厚生年金 事案24850 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間②に係る標準報酬月額の記録については、当該期間のうち、昭和

49年６月、同年 10月及び同年 11月を９万 2,000円、同年 12月を９万 8,000円、50年

１月及び同年２月を９万 2,000円、同年３月を９万 8,000円に訂正することが必要であ

る。 

なお、事業主が上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料（訂正前の標準報

酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行したか否かについては、

明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和28年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和49年５月21日から同年６月１日まで 

② 昭和49年６月３日から50年７月23日まで 

③ 昭和50年７月23日から同年11月１日まで 

Ａ社Ｂ事業所に勤務していた期間のうち、申立期間①の厚生年金保険の加入記録が

無い。昭和 49 年５月分の給与から保険料が控除されているので、当該期間を厚生年

金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

また、Ｃ社（現在は、Ｄ社）に勤務していた申立期間②及び同社Ｅ店に勤務してい

た期間のうちの申立期間③の厚生年金保険の標準報酬月額が、実際に控除されていた

厚生年金保険料に見合う標準報酬月額と相違している。給与明細書を提出するので、

記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間②のうち、昭和 49 年６月及び同年 10 月から 50 年３月までの期間につい

て、申立人から提出された給与明細書により、申立人は、当該期間に係る厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下「特

例法」という。）に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正

及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる厚生年金保険

料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額の範囲内であることから、

  



これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、当該期間の標準報酬月額については、上記給与明細書において確認で

きる保険料控除額又は報酬月額から、昭和 49 年６月、同年 10 月及び同年 11 月は９

万 2,000円、同年 12月は９万 8,000円、50年１月及び同年２月は９万 2,000円、同

年３月は９万8,000円とすることが妥当である。 

次に、申立期間②のうち、昭和 49 年７月から同年９月までの期間について、上記

給与明細書において確認できる保険料控除額に見合う標準報酬月額は、オンライン記

録の標準報酬月額と一致していることから、特例法に基づく記録訂正の対象に当たら

ないため、あっせんは行わない。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、確認できる資料が無く不明としており、これを確認できる関連資料及び周辺

事情は見当たらないことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主が申立

てどおりの報酬月額に係る届出を社会保険事務所（当時）に対して行ったか否かにつ

いては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見当たらないことから、行ったと

は認められない。 

一方、申立期間②のうち、昭和 50 年４月から同年６月までの期間について、申立

人は給与明細書等を保有しておらず、Ｄ社も申立人の当該期間に係る賃金台帳等を保

管していないことから、申立人の当該期間における保険料控除額及び報酬月額を確認

することができない。 

また、Ｃ社に係る事業所別被保険者名簿において、申立人の標準報酬月額に係る記

録に不自然な点は見当たらず、当該標準報酬月額はオンライン記録と一致している。 

このほか、申立人の主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料の控除について

確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が、

当該期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたと認めることはできない。 

２ 申立期間①について、雇用保険の加入記録によると、申立人のＡ社Ｂ事業所におけ

る離職日は昭和 49年５月 20日とされており、オンライン記録の資格喪失日と符合し

ている。 

また、Ａ社は、当該期間当時の資料を保管しておらず、申立人の退職日は不明であ

る旨回答している。 

さらに、申立人は、昭和 49 年５月分の給与明細書において控除されている１か月

分の厚生年金保険料は同年５月の保険料である旨主張しているが、オンライン記録に

より、Ａ社Ｂ事業所は、同年４月１日付けで政府管掌健康保険からＦ健康保険組合に

編入されていることが確認できるところ、当該給与明細書により、健康保険料控除額

が変更されていることが確認できることから、同社における保険料控除方法は翌月控

除であると推認できる。 

  



このほか、申立人の当該期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関

連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が

厚生年金保険被保険者として、当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたと認めることはできない。 

３ 申立期間③について、申立人は、オンライン記録の標準報酬月額に見合う厚生年金

保険料が、昭和 49 年 11 月から 50 年４月までの給与明細書において確認できる保険

料控除額より低いことに納得できない旨主張している。 

しかし、申立人は、申立期間③に係る給与明細書を保有しておらず、Ｄ社も申立人

に係る賃金台帳等を保管していないことから、申立人の当該期間における保険料控除

額及び報酬月額を確認することができない。 

また、Ｃ社Ｅ店に係る事業所別被保険者名簿において、申立人の標準報酬月額に係

る記録に不自然な点は見当たらず、当該標準報酬月額はオンライン記録と一致してい

る。 

このほか、申立人の主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料の控除について

確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が、

当該期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

  



関東東京厚生年金 事案24851 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこ

とが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）における資格喪失日に係る記

録を昭和 38 年６月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を１万 4,000 円とすること

が必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

  

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和19年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和38年５月31日から同年６月１日まで 

 Ａ社に勤務していた期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。申立

期間において同社からＣ社に移籍したが、継続して勤務していたので、申立期間を厚

生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

   

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ｂ社の管理部担当者の供述並びに同僚及び従業員の回答並びに同僚が保有する退職金

支給明細書から判断すると、申立人は、Ａ社及び同社の関連会社であるＣ社に継続して

勤務し（Ａ社からＣ社に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたことが認められる。 

 なお、申立期間に係る異動日について、上記担当者は、申立人の申立期間における異

動は事業統合に伴うものであり、申立人のＣ社における資格取得日を昭和 38 年６月１

日と届け出ていることから、同日であると思われる旨供述していることから判断すると、

同日とすることが相当である。 

 また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 38 年４月の

社会保険事務所（当時）の記録から、１万4,000円とすることが妥当である。 

 なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、Ｂ社

は不明としているが、同社が保管する健康保険厚生年金保険被保険者資格喪失確認通知

書において申立人に係る資格喪失日が昭和 38年５月 31日と記載されていることから、

事業主は同日を厚生年金保険の資格喪失日として届け、その結果、社会保険事務所は、

 

  

  

  

 



申立人に係る同年５月の保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が

納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料

を還付した場合を含む。）、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する義務を履行し

ていないと認められる。 

  



関東東京厚生年金 事案24852 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこ

とが認められることから、申立人のＡ事業団（現在は、Ｂ機構）Ｃセンターにおける資

格喪失日に係る記録を昭和 46 年６月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を６万

4,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和13年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和46年５月31日から同年６月１日まで 

Ａ事業団Ｃセンターに勤務していた期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記

録が無い。申立期間において同センターに継続して勤務していたので、厚生年金保険

の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ機構から提出された申立人に係る人事記録、同機構の回答及び雇用保険の加入記録

から判断すると、申立人は、Ａ事業団及びＤ事業団に継続して勤務し（Ａ事業団Ｃセン

ターからＤ事業団Ｅ部に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたことが認められる。 

なお、申立期間に係る異動日については、上記人事記録及びＢ機構の回答から判断す

ると、昭和46年６月１日とすることが相当である。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ事業団Ｃセンターにおける昭

和 46 年４月の社会保険事務所（当時）の記録から、６万 4,000 円とすることが妥当で

ある。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、Ｂ機

構は不明としているが、事業主が資格喪失日を昭和 46 年６月１日と届け出たにもかか

わらず、社会保険事務所がこれを同年５月 31 日と誤って記録することは考え難いこと

から、事業主は同日を厚生年金保険の資格喪失日として届け、その結果、社会保険事務

所は、申立人に係る同年５月の保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事

  



務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は

保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

  



関東東京厚生年金 事案24853 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本文の規定

により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされているが、申立人

は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認め

られることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特

例等に関する法律に基づき、申立期間の標準賞与額に係る記録を 150万円とすることが

必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和31年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成17年６月８日 

  申立期間において賞与から厚生年金保険料を控除されていたが、Ａ社は、申立期間

当時、当該賞与に係る届出を行っておらず、その後、年金事務所に賞与支払届が提出

されたものの、時効により厚生年金保険料を納付することができず、申立期間の記録

は年金の給付に反映されないので、給付されるよう記録を訂正してほしい。 

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社から提出された賞与台帳により、申立人は、申立期間に同社から賞与の支払を受

け、当該賞与に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認め

られる。 

 また、申立期間の標準賞与額については、上記賞与台帳において確認できる保険料控

除額から、150万円とすることが妥当である。 

 なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、申立てに係る賞与額の届出を社会保険事務所（当時）に行っていなかったこと、

また、当該賞与に係る厚生年金保険料を納付していないことを認めていることから、こ

れを履行していないと認められる。 

  

  

  



関東東京厚生年金 事案24855 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ社における労働者年金保険被保険者の資格取得日は昭和 17 年６月１日、

資格喪失日は 19 年１月２日であると認められることから、申立期間の資格取得日及び

資格喪失日に係る記録を訂正することが必要である。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、10円とすることが妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男（死亡） 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正６年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和17年６月１日から19年１月２日まで 

Ａ社に勤務していた申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。同社に勤務してい

たことは確かなので、厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

（注）申立ては、死亡した申立人の子が、申立人の年金記録の訂正を求めて行った

ものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の子の供述により、申立人は、昭和 17 年６月１日より前からＡ社に勤務して

いたものと考えられるところ、同社に係る厚生年金保険被保険者台帳及び労働者年金保

険被保険者台帳索引票により、同年６月１日に同社において被保険者資格を取得してい

る申立人と同姓同名で生年月日も一致する基礎年金番号に未統合の被保険者記録が確認

できるが、当該被保険者台帳には資格喪失日が記載されていない。 

また、上記被保険者台帳及び索引票により、昭和 17 年６月１日にＡ社において申立

人を含む８人分の記号番号が新規に払い出されていることが確認できるが、いずれの被

保険者台帳にも資格喪失日は記載されていない。 

さらに、上記被保険者台帳には「全期間に対する名簿昭和 20年３月 14日焼失」及び

「全部照合不能台帳 32年４月 18日認定」と記載されていることから、Ａ社に係る健康

保険厚生年金保険被保険者名簿は戦災により焼失し、現存する被保険者名簿は、昭和

23 年７月１日に同社が新規適用事業所となった際に作成されたものであると考えられ

る。 

加えて、申立人に係る上記被保険者台帳によると、昭和 19 年１月１日に標準報酬月

額が改定されていることが推認できることから、少なくとも同日まで申立人はＡ社にお

  



いて労働者年金保険の被保険者であったことがうかがえる。 

なお、Ａ社に係る商業・法人登記簿謄本によると、同社の設立日は昭和 10 年 11 月

20 日とされており、同社に係る上記被保険者台帳によると、複数の同僚が申立期間に

おいて被保険者資格を取得していることから、同社は、当時の厚生年金保険法（労働者

年金保険法）に定める適用事業所の要件を満たしていたものと判断される。 

これらを総合的に判断すると、上記未統合の被保険者記録は、申立人に係る被保険者

記録であると認められることから、申立人のＡ社における資格取得日は昭和 17 年６月

１日、資格喪失日は19年１月２日とすることが必要である。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、申立人に係る上記未統合の被保険者記録

から、10円とすることが妥当である。 

 

  



関東東京厚生年金 事案24856 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ社における厚生年金保険被保険者の資格喪失日は、昭和 57 年４月１日で

あると認められることから、申立期間の資格喪失日に係る記録を訂正することが必要で

ある。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、26万円とすることが妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和29年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和57年１月31日から同年４月１日まで 

Ａ社に勤務していた期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。同社

には昭和 57年３月 31日まで勤務していたので、申立期間を厚生年金保険の被保険者

期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録により、申立人は、申立期間においてもＡ社に勤務していたこと

が確認できる。 

一方、Ａ社に係る事業所別被保険者名簿により、申立人の同社における資格喪失日に

ついて、同社が厚生年金保険の適用事業所でなくなった昭和 57年３月 26日より後の同

年４月 16日付けで、同年１月 31日と記録されていることが確認できる上、申立人を除

く 23 人の被保険者のうち 22 人についても、申立人と同様に、同年４月 16 日付けで、

資格喪失日を同年１月31日と記録されていることが確認できる。 

また、上記 22 人のうち１人については、昭和 57 年４月 16 日付けで、当初の資格喪

失日（昭和 57 年２月 18 日）が遡って同年１月 31 日に訂正されていることが確認でき、

また、複数の従業員は、Ａ社は申立期間当時、厚生年金保険料を滞納していたと供述し

ている。 

さらに、Ａ社に係る商業・法人登記簿謄本により、同社は、申立期間当時も法人事業

所であったことが確認できる上、雇用保険の記録により、申立期間において５人以上の

従業員が同社に勤務していたことが確認できることから、同社は、申立期間において、

当時の厚生年金保険法に定める適用事業所の要件を満たしていたものと判断される。 

これらを総合的に判断すると、社会保険事務所（当時）において、Ａ社が厚生年金保

  



険の適用事業所でなくなった後に、申立人に係る上記資格喪失処理を行う合理的な理由

は無く、当該処理に係る記録は有効なものとは認められないことから、申立人の同社に

おける資格喪失日を雇用保険における離職日の翌日である昭和 57 年４月１日に訂正す

ることが必要である。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 56年 12月の

社会保険事務所の記録から、26万円とすることが妥当である。 

  



関東東京厚生年金 事案24857 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこ

とが認められることから、申立人のＡ社における資格取得日に係る記録を平成 20 年４

月 21日、資格喪失日に係る記録を同年 10月１日とし、申立期間の標準報酬月額を、同

年４月は９万 8,000円、同年５月から同年７月までは 22万円、同年８月は 20万円、同

年９月は26万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和34年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成20年４月21日から同年10月１日まで 

Ａ社に勤務していた申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。一部期間の給与明

細書を提出するので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録及びＢ健康保険組合から提出された申立人に係る被保険者情報に

より、申立人は、申立期間においてＡ社に勤務していたことが確認できる。 

また、平成 20 年４月から同年６月までの期間について、保険料控除を確認できる資

料は無いが、申立人から提出された預金通帳の写し及び同年８月から同年 10 月までの

給与明細書において保険料を控除されていることが確認できることから、申立人は、同

年７月から同年９月までの期間に係る保険料を控除されていたと認められ、また、同年

４月から同年６月までの期間についても保険料を控除されていたものと考えられる。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたものと認められる。 

一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、標

準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、

事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに見

合う標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の

額を認定することとなる。  

  



したがって、申立期間の標準報酬月額については、上記預金通帳及び給与明細書にお

いて確認又は推認できる保険料控除額又は報酬月額から、平成 20 年４月は９万 8,000

円、同年５月から同年７月までは 22 万円、同年８月は 20 万円、同年９月は 26 万円と

することが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は資料が無く不明としているが、仮に、事業主から申立人に係る被保険者資格の取得

届が提出された場合には、その後、被保険者報酬月額算定基礎届や被保険者資格の喪失

届を提出する機会があったこととなるが、いずれの機会においても社会保険事務所（当

時）が当該届出を記録していないとは、通常の事務処理では考え難いことから、事業主

から当該社会保険事務所へ資格の得喪等に係る届出は行われておらず、その結果、社会

保険事務所は、申立人に係る平成 20 年４月から同年９月までの保険料について納入の

告知を行っておらず、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する義務を履行していな

いと認められる。 

  



関東東京厚生年金 事案24858 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ社における厚生年金保険被保険者の資格喪失日は、平成８年５月 22 日で

あると認められることから、申立人の資格喪失日に係る記録を訂正することが必要であ

る。 

なお、平成７年 11 月から８年４月までの標準報酬月額については、９万 8,000 円と

することが妥当である。 

    

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和22年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成７年11月30日から８年６月１日まで 

Ａ社に勤務していた期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。勤務

したことは確かなので、厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間のうち、平成７年 11 月 30 日から８年５月 22 日までの期間について、Ａ社

の代表取締役の供述により、申立人は、同年５月頃まで同社に勤務していたことが認め

られる。 

一方、オンライン記録により、申立人のＡ社における資格喪失日について、同社が厚

生年金保険の適用事業所でなくなった平成７年 11 月 30 日より後の８年５月 22 日付け

で、７年 11月 30日と記録されていることが確認でき、申立人以外の被保険者４人全員

についても、申立人と同様に、８年５月 22 日付けで資格喪失日が７年 11 月 30 日と記

録されている上、そのうち一人の標準報酬月額については、８年５月 22 日付けで資格

取得日（平成２年11月１日）に遡って減額訂正されていることが確認できる。 

また、Ａ社の代表取締役は、当該期間当時、会社の経営が厳しく、厚生年金保険料の

滞納があったことから、社会保険事務所（当時）に２回ほど呼び出され、滞納保険料を

相殺するため書類に社印を押した記憶があると供述している。 

さらに、Ａ社に係る商業・法人登記簿謄本によると、同社が解散したのは平成９年２

月＊日であるとされていることから、同社は、当該期間においても法人事業所であり、

厚生年金保険法に定める適用事業所の要件を満たしていたものと判断される。 

これらを総合的に判断すると、社会保険事務所において、Ａ社が厚生年金保険の適用

  



事業所でなくなった後に、申立人に係る上記資格喪失処理を行う合理的な理由は無く、

当該処理に係る記録は有効なものとは認められないことから、申立人の同社における資

格喪失日を当該処理日である平成８年５月22日に訂正することが必要である。 

なお、当該期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における平成７年 10 月の

オンライン記録から、９万8,000円とすることが妥当である。 

一方、申立期間のうち、平成８年５月 22 日から同年６月１日までの期間について、

代表取締役及び従業員の供述から、申立人が当該期間においてＡ社に勤務していたこと

を確認することができず、保険料控除を確認できる資料も見当たらない。 

このほか、申立人の当該期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連

資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険被保険者として、当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたと認めることはできない。 

  



関東東京厚生年金 事案24859 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたと

認められることから、申立期間の標準賞与額に係る記録を、平成 15年 12月 10日は 48

万円、18年６月８日は60万円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和52年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成15年12月10日 

         ② 平成18年６月８日 

Ａ社Ｂ支店における厚生年金保険の被保険者期間のうち、申立期間の標準賞与額の

記録が無い。賞与が支給され、保険料を控除されたのは確かなので、標準賞与額を認

めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された平成 15 年 12 月及び 18 年６月の賞与一覧表等により、申立人は、

申立期間に同社から賞与の支払を受け、当該賞与に係る厚生年金保険料を事業主により

賞与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準賞与額については、上記賞与一覧表等において確認できる保険

料控除額及び賞与額から、平成 15年 12月 10日は 48万円、18年６月８日は 60万円と

することが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、Ａ社

の元監査役は、同社は既に解散し、当時の資料等が無いため不明としており、これを確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらないことから、明らかでないと判断せざるを

得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主が申立て

どおりの賞与額に係る届出を社会保険事務所（当時）に対して行ったか否かについては、

これを確認できる関連資料及び周辺事情が見当たらないことから、行ったとは認められ

ない。 

  



関東東京厚生年金 事案24860 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたと

認められることから、申立期間の標準賞与額に係る記録を 20 万円とすることが必要で

ある。 

なお、事業主が申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和58年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成18年６月８日 

Ａ社Ｂ支店における厚生年金保険の被保険者期間のうち、申立期間の標準賞与額の

記録が無い。賞与が支給され、保険料を控除されたのは確かなので、標準賞与額を認

めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された平成 18 年６月の賞与一覧表により、申立人は、申立期間に同社

から賞与の支払を受け、当該賞与に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められる。 

また、申立期間の標準賞与額については、上記賞与一覧表において確認できる保険料

控除額及び賞与額から、20万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、Ａ社

の元監査役は、同社は既に解散し、当時の資料等が無いため不明としており、これを確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらないことから、明らかでないと判断せざるを

得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主が申立て

どおりの賞与額に係る届出を社会保険事務所（当時）に対して行ったか否かについては、

これを確認できる関連資料及び周辺事情が見当たらないことから、行ったとは認められ

ない。 

  



関東東京厚生年金 事案24861 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたと

認められることから、申立期間の標準賞与額に係る記録を 20 万円とすることが必要で

ある。 

なお、事業主が申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和59年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成15年12月10日 

Ａ社Ｂ支店における厚生年金保険の被保険者期間のうち、申立期間の標準賞与額の

記録が無い。賞与が支給され、保険料を控除されたのは確かなので、標準賞与額を認

めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された平成 15年 12月の賞与一覧表により、申立人は、申立期間に同社

から賞与の支払を受け、当該賞与に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められる。 

また、申立期間の標準賞与額については、上記賞与一覧表において確認できる保険料

控除額及び賞与額から、20万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、Ａ社

の元監査役は、同社は既に解散し、当時の資料等が無いため不明としており、これを確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらないことから、明らかでないと判断せざるを

得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主が申立て

どおりの賞与額に係る届出を社会保険事務所（当時）に対して行ったか否かについては、

これを確認できる関連資料及び周辺事情が見当たらないことから、行ったとは認められ

ない。 

 

  



関東東京厚生年金 事案24832 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和43年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： 昭和63年４月から平成３年９月まで 

Ａ社に美容師として勤務していた申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。給料

から税金、その他保険料を控除されており、店長から年金に加入していると聞いてい

たので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社の事業主は、申立人を記憶していないものの、申立人は、同社の複数の店舗名、

その所在地及び店長の氏名を記憶しており、当該店舗名等は事業主の供述と一致してい

ることから、期間を特定できないものの、申立人が同社に勤務していたことはうかがえ

る。 

しかしながら、オンライン記録及び適用事業所検索システムによると、Ａ社が厚生年

金保険の適用事業所となった記録は確認できない上、事業主は、同社が適用事業所とな

ったことはなく、従業員の給与から厚生年金保険料を控除したことはないと回答してい

る。 

また、申立人が記憶している店長３人のいずれも連絡先が不明であることから、申立

人のＡ社における勤務実態及び厚生年金保険料の控除について確認することができない。 

このほか、申立人の申立期間における勤務実態及び厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたと認めることはできない。 

  



関東東京厚生年金 事案24833 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和17年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和38年１月から同年７月１日まで 

           ② 昭和38年７月31日から同年９月15日まで 

Ａ社で勤務した期間のうち、申立期間①及び②の厚生年金保険の加入記録が無い。

同社には、昭和 38 年１月に入社し、申立期間①及び②も継続して勤務していたので、

当該期間について厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、Ａ社は、「当社が保管している辞令簿から、申立人は臨時雇

いで採用され、昭和 38 年２月 16 日から同年７月 30 日まで勤務していた。」として

いることから、申立期間①のうち、同年２月 16日から同年６月 30日までの期間につ

いて、申立人が同社に勤務していたことは確認できる。 

  しかしながら、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿では、申立人の資格

取得日は、上記辞令簿上の入社日から約５か月後の昭和 38 年７月１日となっている

ことが確認できる。 

  また、上記辞令簿において、昭和 38 年に臨時雇いで採用されたことが確認できる

従業員６人について、当該辞令簿上の入社日と厚生年金保険の資格取得日との関係を

みると、４人は厚生年金保険の被保険者記録が確認できず、残る２人は入社から約８

か月後に厚生年金保険に加入している。 

  このことについて、Ａ社は、「申立期間当時、臨時雇いでの採用者について、短期

間で退社する者が多かったため、正式採用に至るまで６か月前後の見習期間があり、

見習期間は、社会保険の加入手続は行わず、給与から厚生年金保険料を控除すること

もなかった。このため、申立人については、５か月間の見習期間を経て昭和 38 年７

月１日に厚生年金保険に加入させたものと考える。」としている。 

  このほか、申立人の申立期間①における厚生年金保険料の控除について確認できる

  



関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が

厚生年金保険の被保険者として、申立期間①に係る厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていたことを認めることはできない。 

２ 申立期間②について、Ａ社は、上記辞令簿から、申立人は昭和 38年７月 30日付け

で依願退職しており、その後も勤務していたとは考えられないとしている。 

また、申立人は、Ａ社での同僚の氏名を記憶しておらず、姓のみを記憶している上

司も連絡先が不明なため、上記被保険者名簿から、申立期間②に被保険者記録があり、

かつ、連絡先が判明した従業員 10 人に申立人の勤務状況について照会したところ、

６人から回答を得られたものの、いずれの者も申立人の記憶は無いとしており、これ

らの者から申立人の当該期間における勤務について確認することができない。 

このほか、申立人の申立期間②における勤務について確認できる関連資料及び周辺

事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が

厚生年金保険の被保険者として、申立期間②に係る厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていたことを認めることはできない。 

  



関東東京厚生年金 事案24834 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和40年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和60年12月から61年11月まで 

Ａ社（現在は、Ｂ社）Ｃ営業所に日給制である「Ｄ職」のアルバイトとして勤務し

た申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。勤務したことは確かなので、申立期間

を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が記憶している上司及び同僚二人の供述から、期間は特定できないものの、申

立人がＡ社Ｃ営業所に日給制である「Ｄ職」のアルバイトとして勤務していたことはう

かがえる。 

しかしながら、Ｂ社は、申立人のＡ社における勤務等に係る資料は保管しておらず、

申立人の勤務の状況や厚生年金保険料の給与からの控除については不明であり、申立期

間当時のアルバイトの厚生年金保険の取扱いについても不明であるとしている。 

また、Ａ社の申立期間当時の取締役の一人は、「アルバイトには、月給制である「Ｅ

職」と日給制である「Ｄ職」があり、厚生年金保険に加入したいという希望があれば、

加入させていたと思う。また、「Ｅ職」は、ほぼ全員が加入していたが、「Ｄ職」は、

加入していない人の方が多かったと思う。」と供述している。 

さらに、Ａ社に係る事業所別被保険者名簿から、申立期間に厚生年金保険の被保険者

となっている複数の元従業員に照会したところ、回答があった者のうち、入社から退社

まで「Ｄ職」のアルバイトとして勤務したとする者が７人おり、そのうちの４人は、厚

生年金保険の加入について希望をしたか否かは覚えていないとしているが、残りの３人

のうち、１人は「入社してから数か月後に、厚生年金保険に加入したいと希望して、厚

生年金保険に加入した。」と供述しており、他の２人はいずれも「入社してから１年以

上経過後に、厚生年金保険に加入したいと希望して、厚生年金保険に加入した。」と供

述し、これら３人の入社したとする日と厚生年金保険の被保険者資格取得日との関係を

  



みると、供述どおり、１人は入社から約７か月後に、他の２人は入社から約１年８か月

後に被保険者資格を取得していることが確認できる。 

加えて、上記の厚生年金保険の加入について希望をしたか否かは覚えていないとして

いる４人が供述する入社日と厚生年金保険の被保険者資格取得日との関係をみると、当

該４人は、入社から３か月から１年後に厚生年金保険の被保険者資格を取得しているこ

とが確認できる。 

これらのことから、申立期間当時、Ａ社では、「Ｄ職」のアルバイトについて、必ず

しも全員を厚生年金保険に加入させていたわけではない上、厚生年金保険に加入させる

場合でも、入社と同時ではなく、入社後一定期間経過後に本人の希望を確認して加入さ

せていたことがうかがえる。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連

資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたことを認めることはできない。 

  



関東東京厚生年金 事案24835 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和15年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和32年４月から33年12月まで 

Ａ社に女工として勤務した申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。一緒に勤務

した同僚に同社での厚生年金保険の加入記録があるのに、自分に記録が無いのはおか

しい。申立期間に、給与から厚生年金保険料を控除されていたので、申立期間を厚生

年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社は、昭和 48 年７月１日に厚生年金保険の適用事業所でなくなっている上、申立

期間当時の事業主も既に死亡しており、同社及び事業主から、申立人の申立期間に係る

勤務の状況及び厚生年金保険料の給与からの控除について確認することができない。 

また、申立人がＡ社に一緒に勤務したと記憶する同僚二人のうち、連絡先が判明した

一人及び同社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿から、申立期間当時、同社の厚

生年金保険被保険者であった従業員 25 人に、申立人の勤務及び同社の厚生年金保険の

取扱いについて照会したところ、当該同僚は、申立人が同社に勤務していたことは記憶

しているものの、申立人の勤務期間は記憶しておらず、同社における厚生年金保険の取

扱いについても不明であるとしており、また、回答のあった従業員 11 人は、いずれの

者も申立人を記憶しておらず、同社の厚生年金保険の取扱いについても不明であるとし

ている。 

さらに、Ａ社の申立期間に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿では、上記同僚二

人の加入記録を確認することができないことから、同社では、申立期間当時、必ずしも

従業員全員を厚生年金保険に加入させる取扱いをしていなかったことがうかがえる。 

加えて、申立人は、Ａ社に在職中にＢ病院に入院したと主張しているが、同病院では、

申立期間当時のカルテ等の診療諸記録を法的保存期間が経過したため、廃棄しているこ

とから、申立人が当時、同病院に入院したか否かすら不明であると回答している。 

  



このほか、申立人の申立期間における勤務及び厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを認めることはできない。 

  



関東東京厚生年金 事案24838（事案742の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和11年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和39年８月15日から43年１月１日まで 

           ② 昭和43年３月31日から44年６月20日まで 

Ａ社に勤務していた期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い旨を第

三者委員会に申し立てたが、記録を訂正できない旨の通知を受けた。同社には、申立

期間も勤務していたことは確かであり、当時の同僚や実弟の証言も得られるが、当時

の経理担当者の証言を得た上で、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認め

てほしい。 

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る申立てについては、ⅰ）申立人が保管している給料支払明細書により、

申立人は、申立期間においてＡ社に勤務していたことが推認できるところ、当該給料支

払明細書における厚生年金欄に金額の記載が無く、ほかに保険料控除の事実を確認でき

る資料も無いこと、ⅱ）同社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿における健康保

険番号に欠番は無く、申立人についての記載も無いこと、ⅲ）同社は既に厚生年金保険

の適用事業所でなくなっており、平成８年９月に事業主が申立人に宛てた文書によると、

当時の給与（経理）担当者から厚生年金保険料の算出方法について明確な回答が得られ

ないとされていること、ⅳ）申立期間における雇用保険の加入記録も確認することがで

きないことから、申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできないとして、既に年金記録

確認Ｂ地方第三者委員会（当時）の決定に基づき、20 年 10 月 22 日付けで年金記録の

訂正は必要でないとする通知が行われている。 

これに対し、申立人は、今回の申立てに当たり、元経理担当者に照会するよう強く求

めているところ、オンライン記録によると、当該元経理担当者は平成 24 年に死亡して

いるとされていることから、照会を行うことができない。 

  



また、申立人は、元同僚及び実弟が証言してくれるとしていることから、これらの者

に照会し供述を得たほか、申立期間当時、Ａ社に勤務していた元同僚 14 人に照会を行

い６人から回答を得たが、いずれも申立人の明確な在籍期間及び厚生年金保険料の控除

の有無について分からない旨供述している。 

さらに、申立人は、申立人が元経理担当者に宛てた質問状（平成 20 年 11 月 19 日付

け）、元経理担当者の子（代理人）による当該質問状に対する回答書（平成 20年 12月

６日付け）、申立人が元経理担当者と代理人に宛てた通知書（平成 21 年 12 月 11 日付

け）及び代理人による当該通知書に対する返事（平成 21 年 12 月 30 日付け）を提出し

ているが、これらの資料から、申立人のＡ社における厚生年金保険の取扱い及び保険料

控除について確認することができない。 

このため、申立人から提出された新たな資料及び情報については、年金記録確認Ｂ地

方第三者委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情には当たらず、このほか、同委員

会の当初の決定を変更すべき新たな事情は見当たらないことから、申立人は、申立期間

に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

  



関東東京厚生年金 事案24839 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和15年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和42年頃から44年頃まで 

Ａ社に勤務していた申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。同社に勤務してい

たことは確かなので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社に係る事業所別被保険者名簿によると、同社は昭和 44 年３月１日に厚生年金保

険の適用事業所となっており、申立期間のうち、42 年頃から 44 年３月１日までの期間

は、厚生年金保険の適用事業所でないことが確認できる。 

また、Ａ社は既に厚生年金保険の適用事業所でなくなっており、同社の業務の一部を

継承したとするＢ社の担当者は、Ａ社の元従業員に係る人事記録等の資料はほとんど残

っておらず、申立人の勤務実態及び厚生年金保険の取扱いについて確認することができ

ない旨供述している。 

さらに、上記被保険者名簿により、Ａ社が適用事業所となった昭和 44 年３月１日に

被保険者資格を取得したことが確認できる元従業員 25人のうち住所の判明した 15人に

照会し、10 人から回答を得たが、いずれも申立人を記憶しておらず、また、申立期間

における健康保険証の番号に欠番は無く、社会保険事務所（当時）の記録に不自然な点

は見当たらない。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連

資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたと認めることはできない。 

  



関東東京厚生年金 事案24840 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和24年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成15年２月28日から同年３月１日まで 

Ａ社に勤務していた期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。同社

の実質的な経営者は自分であり、同社が適用事業所でなくなったのが平成 15 年２月

28 日である理由は不明だが、同年３月１日が正しいので、申立期間を厚生年金保険

の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録によると、Ａ社は平成 15年２月 28日に厚生年金保険の適用事業所で

なくなっており、申立期間は適用事業所でないことが確認できる。 

また、Ａ社に係る商業・法人登記簿謄本によると、申立人は、平成 16年３月 16日に

同社の取締役になっており、申立期間において取締役ではないが、同社に係る厚生年金

保険の新規適用の届出を代行したとする社会保険労務士は、届出書における事業主は女

性であったが、社長は申立人と認識していた旨供述し、申立人も、登記簿上の取締役は

自分の妹であるが、名目上の役員であり、実質的な経営者は自分であったとしており、

また、申立人は、申立期間における賃金台帳等の関係資料は全て廃棄し、給与明細書等

の保険料控除を確認できる資料も所持していない旨供述している。 

さらに、Ａ社が適用事業所でなくなった日（平成15年２月 28日）に被保険者資格を

喪失しているのは申立人のみである上、申立人が申立期間において勤務していた可能性

があるとする者に照会したが回答を得られないことから、申立人の申立期間における勤

務状況及び厚生年金保険料の控除について確認することができない。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連

資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたと認めることはできない。 

  



関東東京厚生年金 事案24846 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和25年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和44年３月から46年２月まで 

  Ａ事業所に調理見習として勤務していた申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。

一緒に勤務していた同僚には加入記録があるので、申立期間を厚生年金保険の被保険

者期間として認めてほしい。 

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

複数の元従業員の回答から判断すると、申立人は、期間を特定できないものの、Ａ事

業所に調理見習として勤務していたことはうかがえる。 

しかし、オンライン記録によると、Ａ事業所は既に厚生年金保険の適用事業所でなく

なっている上、同事業所の事業主も連絡先不明であることから、申立人の勤務実態及び

厚生年金保険の取扱い等について確認することができない。 

また、申立期間に、Ａ事業所で社会保険事務に従事していたとする者に照会したとこ

ろ、全員を厚生年金保険に加入させていたと思うが、社会保険労務士に手続を任せてい

たことから詳細については覚えていない旨供述している。 

さらに、申立人及び元従業員が、調理見習を含む９人の氏名を挙げているところ、そ

のうちの４人については、Ａ事業所に係る事業所別被保険者名簿において、厚生年金保

険被保険者として氏名を確認できない。 

加えて、上記被保険者名簿によると、申立人の氏名は見当たらず、健康保険証の番号

に欠番は無く、不自然な点も見当たらないことから、申立人の記録が欠落したものとは

考え難い。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連

資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたと認めることはできない。 

  



関東東京（千葉）厚生年金 事案24847（事案2092、10236及び23818の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正９年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和37年２月１日から54年４月１日まで 

Ａ事務所に勤務した期間のうち、昭和37年２月１日から40年１月７日までの厚生

年金保険の加入記録が無い旨を第三者委員会に再度申し立てたところ、同委員会から、

同事務所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿（以下「被保険者名簿」とい

う。）に改ざんの事実は認められないとして、当該期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを確認できないことから、記録の訂正は認めら

れないとの通知を受けた。 

しかし、Ａ事務所に係る被保険者名簿は、ⅰ）昭和 37 年２月、事業主のＢ氏の死

亡により全員資格を喪失したことになっているが、社会保険事務を担当していた自身

は、そのような届出をしていないこと、ⅱ）申立てを行った同僚について、38 年７

月までの在籍を認め、同年７月 31 日に解散したとの記載は、上記の届出が架空であ

ることを証明していること、ⅲ）Ａ事務所が厚生年金保険の適用事業所でなくなった

日は 38 年７月 31 日としているが、当初「10 月」と３か月も先の日付を記載するこ

とはあり得ないこと、ⅳ）自身は、30 年６月に社会保険に加入した当初から 54 年４

月まで継続してＣ名の健康保険証を使用しており、年金を受給する直前の 55 年に初

めて本名のＤ名を届け出たが、Ａ事務所の名簿にＤとあるのは、当該名簿が 55 年以

降に改ざんされた偽物の証拠であることなどから、再度、本申立てを決意した。 

以上のことから、新たな情報は無いが、正規の被保険者名簿を見付け出し、調査し

て記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間のうち、昭和 37年２月１日から 40年１月７日までの期間（１回目の申立て

については、40 年１月６日までの期間）については、申立人はこれまでに３回申立て

をしているところ、１回目の申立てについては、Ａ事務所は既に解散し、事業主も死亡

  



しているため、申立人の当該期間における厚生年金保険の加入状況及び保険料の控除に

ついて確認することができず、当該期間当時の被保険者４人のうち、申立人を含む３人

が同時期に被保険者資格を喪失していること、及び申立人が健康保険証を使用したとす

る医療機関では、健康保険証の使用について確認できないこと等から、当該期間につい

て厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた

ことが確認できないとして、既に年金記録確認Ｅ地方第三者委員会（当時）の決定に基

づき、平成 21年５月 20日付けで年金記録の訂正は必要でないとする通知が行われてい

る。 

   また、２回目の申立てについては、申立人は新たな情報として、二女の出産時の病院

名及びＡ事務所の顧問先の電話番号を思い出したので再調査してほしいと再度申立てを

行ったが、当該病院からは、当該期間の健康保険証の使用状況について確認することが

できず、同事務所の顧問先から、申立人の勤務期間や厚生年金保険料の控除について確

認することができないことから、既に年金記録確認Ｅ地方第三者委員会の決定に基づき、

平成22年６月30日付けで年金記録の訂正は必要でないとする通知が行われている。 

     さらに、３回目の申立てについては、申立人は、「当該期間当時はＣと名乗っており、

昭和 45 年頃に初めて社会保険事務所（当時）に本名であるＤの名前を知らせたので、

Ａ事務所の被保険者名簿にＤという名前が記載されていることは、当該被保険者名簿が

正規原本でなく、改ざんされたものである証拠である。」として、Ａ事務所の顧問先の

電話番号を新たな情報として再度申立てを行ったところ、ⅰ）同事務所に係る被保険者

名簿の記載内容に不合理な訂正処理が行われた形跡は見当たらず、申立人が主張する改

ざんの事実は認められないこと、ⅱ）申立人が事業主となり 40 年１月７日付けで厚生

年金保険の適用事業所となった（以下「新規適用」という。）Ｆ事務所に係る被保険者

名簿によると、事業主は本名のＤと記載されていることから、申立人は 45 年以前にお

いても本名を使用していたことがうかがえること、ⅲ）申立人が新たな情報として提供

したＡ事務所の顧問先は、申立人が同事務所で厚生年金保険に加入していたか否かにつ

いては不明である旨回答していることから、既に年金記録確認Ｅ地方第三者委員会の決

定に基づき、平成 24 年 10 月 24 日付けで年金記録の訂正は必要でないとする通知が行

われている。 

   これに対し、申立人は、Ａ事務所において、事業主の死亡により全員が資格喪失する

というような届出は行っておらず、また、自身は昭和 30年６月から 54年４月まで継続

してＣ名の健康保険証を使用しており、本名がＤであることを社会保険事務所に知らせ

たのは年金の受給直前の 55 年であることから、Ａ事務所の被保険者名簿は改ざんされ

たものであることは明らかであるため、改ざん前の正規の被保険者名簿を見付け出して

ほしいとして再度申立てを行っている。 

   しかしながら、Ａ事務所に係る被保険者名簿によると、申立人は、昭和 30 年６月１

日から 37 年２月１日までの期間について、Ｄ名で厚生年金保険に加入している記録が

確認できる上、40 年１月７日付けで申立人自身が事業主となり新規適用となったＦ事

務所に係る被保険者名簿によると、事業主としてＤ名を使用していることが確認できる。 

  



   また、当委員会は、Ｆ事務所に係る被保険者名簿を確認したが、記載内容に不合理な

訂正処理が行われた箇所は見当たらず、Ａ事務所に係る被保険者名簿については、これ

までの申立てに係る調査において既に確認しており、いずれの被保険者名簿にも申立人

が主張する改ざんの事実は認められない上、申立期間について、申立人のＡ事務所にお

ける勤務実態及び厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見

当たらない。 

  以上のことから、申立人の主張は、年金記録確認Ｅ地方第三者委員会の当初の決定を

変更すべき新たな事情とは認められず、このほかに同委員会の当初の決定を変更すべき

新たな事情は無く、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたと認めることはできない。 

 

 

 

  



関東東京厚生年金 事案24848 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和43年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成22年６月11日から同年９月１日まで 

 Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。 

Ａ社には、申立期間も継続して勤務していたので、厚生年金保険の被保険者期間と

して認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人から提出された取引金融機関の預金通帳の振込記録及びＡ社の顧問会計事務所

から提出された平成 22 年分給与所得に対する所得税源泉徴収簿により、申立人の申立

期間における勤務が推認できる。 

 また、オンライン記録によると、申立人の資格喪失日は当初、平成 22 年９月１日と

して届出がなされていたところ、同年６月 11 日に遡って訂正されていることが確認で

きる。 

 しかしながら、上記顧問会計事務所から提出された源泉徴収簿、年金事務所から提出

された申立人に係る健康保険厚生年金保険被保険者資格喪失届に添付された平成 22 年

分給与所得に対する所得税源泉徴収簿及び賃金台帳によると、いずれも申立期間におい

て厚生年金保険料控除に関する記載が無いことが確認できる上、当該源泉徴収簿に記載

された社会保険料控除額の合計額は、Ｂ市役所から提出された市民税・県民税課税証明

書の社会保険料控除額と一致していることが確認できる。 

 さらに、上記の源泉徴収簿において確認できる平成 22 年７月分及び同年８月分の総

支給額は、上記預金通帳の振込記録において確認できる同社からの月例給与振込額と一

致していることが確認できる。 

 なお、事業主に対しては、文書照会を複数回行ったものの、現在までに回答は無く、

申立期間当時の厚生年金保険の取扱いについて確認することができない。 

 このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連

 

  

  

  

  

  

 



資料及び周辺事情は見当たらない。 

  これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたと認めることはできない。 

 

 

  



関東東京厚生年金 事案24854 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和６年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成６年２月21日から同年４月まで 

  Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。同社には

平成６年４月まで勤務していたので、申立期間も厚生年金保険の被保険者期間として

認めてほしい。 

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

   オンライン記録によると、Ａ社は既に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっており、

事業主も死亡している上、商業・法人登記簿謄本により確認できる申立期間当時の代表

取締役に照会したが回答を得られないことから、申立人の申立期間に係る勤務実態及び

厚生年金保険の取扱いについて確認することができない。 

 また、オンライン記録により、申立期間に被保険者記録が確認できる７人のうち、連

絡先の判明した２人に照会したが回答を得られないため、申立人の申立期間に係る勤務

実態について確認することができない。 

さらに、申立人のＡ社に係る雇用保険の加入記録によると、離職日は平成６年２月

21 日と記録されている上、オンライン記録によると、資格喪失処理は、同年２月 25 日

に行われており、当該届書に健康保険被保険者証が添付されていたことが確認できる。 

 加えて、申立人から提出された平成６年分の所得税の確定申告書に記載されている社

会保険料控除額は、オンライン記録による標準報酬月額に基づく社会保険料より高額で

あることは確認できるものの、申立人は、申立期間後に別の事業所に勤務しており、両

社の給与明細書及び源泉徴収票等を保有していない上、当該確定申告書の源泉徴収税額

欄にＡ社の給与収入額の記載も無いことから、同社における申立期間に係る給与支払及

び社会保険料控除額を確認することができない。 

 このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連

資料及び周辺事情は見当たらない。 

  

  

  

  



   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたと認めることはできない。 

  



関東東京厚生年金 事案24862 

 

第１ 委員会の結論 

申立期間のうち、昭和 52 年７月 31 日から 53 年４月６日までの期間について、申立

人の当該期間における厚生年金保険被保険者の資格喪失日に係る記録訂正を認めること

はできない。 

また、申立期間のうち、昭和 53年４月６日から同年 10月１日までの期間について、

申立人は、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 15年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和52年７月31日から53年10月１日まで 

Ａ社に勤務していた期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。申立

期間においても同社の代表取締役として勤務しており、社会保険から脱退することは

あり得ないので、厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間のうち、昭和 52 年７月 31 日から 53 年４月６日までの期間について、Ａ

社に係る事業所別被保険者名簿により、申立人の同社における資格喪失日について、

同社が厚生年金保険の適用事業所でなくなった 52 年７月 31 日より後の 53 年４月６

日付けで、遡って 52 年７月 31 日と記録されていることが確認でき、申立人のほか

12 人についても、申立人と同様の資格喪失処理が行われている上、同年 10 月の定時

決定を取り消されている者が７人確認できる。 

また、申立人から提出された申立期間当時のＡ社の総勘定元帳における支払手形勘

定によると、同社は保険料を滞納し手形で支払い、昭和 52年７月から 53年２月まで

の手形で支払った保険料については同年３月末に返戻処理が行われていることから、

保険料は支払われていないと考えられる上、複数の従業員は、申立期間当時、同社の

経営状態は悪く、給与の遅配や分割払いがあった旨供述している。 

一方、上記被保険者名簿並びに申立人から提出されたＡ社の昭和52年６月及び53年

６月における株主総会議事録等により、申立人は、申立期間及び上記資格喪失処理日

において同社の代表取締役であったことが確認できるところ、申立人は、「自分は名

  



目的な代表取締役であり、経営上の実質的な権限は全て親会社に握られていた。」と

主張している。 

しかしながら、申立人は、取引関係や営業関係において代表取締役として権限を有

し、代表者として印鑑を押していたと供述しており、当時の従業員の一人は、社長が

陣頭指揮を執っていたとしている上、複数の従業員は、社長が会社の経費の支払等に

ついて担当者に指示を出していたとしている。 

これらの事情を総合的に判断すると、申立人は、会社の業務を執行する責任を負っ

ている代表取締役として権限を有しており、社会保険料を滞納している状況で行われ

た上記資格喪失処理に全く関与していなかったとは考え難いことから、会社の業務と

してなされた当該処理に責任を負うべきであり、当該処理が有効なものではないと主

張することは信義則上許されず、申立人の厚生年金保険被保険者の資格喪失日に係る

記録の訂正を認めることはできない。 

２ 申立期間のうち、昭和 53年４月６日から同年 10月１日までの期間について、上記

のとおり、申立人がＡ社の代表取締役であったことは確認できる。 

しかしながら、オンライン記録及び適用事業所検索システムによると、Ａ社は、当

該期間について厚生年金保険の適用事業所ではなく、上記総勘定元帳における預り金

勘定において、申立人の給与から当該期間に係る厚生年金保険料が控除されているこ

とを確認できない上、同社の経理担当者も、保険料を天引きしていない旨供述してい

る。 

このほか、申立人の当該期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関

連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が

厚生年金保険の被保険者として、当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていたと認めることはできない。 

  



関東東京厚生年金 事案24863 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和28年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和51年４月１日から52年４月１日まで 

           ② 昭和54年３月21日から57年７月１日まで 

           ③ 昭和56年１月１日から同年３月１日まで 

           ④ 昭和56年４月５日から57年１月１日まで 

  ねんきん特別便を見て、語学教材の販売会社に勤務した申立期間①、Ａ事業所に勤

務した申立期間②、Ｂ社に勤務した申立期間③及びＣ区の料理店に勤務した申立期

間④のそれぞれの期間に係る厚生年金保険の加入記録が無いことを初めて知った。

勤務していたことは確かなので、各申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として

認めてほしい。 

  

  

  

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、申立人は、語学教材の販売会社に勤務していたと申し立てて

いる。 

しかしながら、申立人は、事業所名を記憶しておらず、事業所の所在地の記憶も曖

昧なため、申立てに係る事業所を特定することができない上、申立人の当該期間に係

る雇用保険の加入記録も確認できない。 

また、事業主や同僚等の氏名及び連絡先についても不明としていることから、当該

期間に係る勤務実態及び厚生年金保険料の控除について確認することができない。 

２ 申立期間②について、申立人は、Ａ事業所に係る雇用保険の資格取得日が昭和 54

年３月 21 日、離職日が 57 年６月 30 日と記録されていることから、当該期間を申立

期間としたとしている。 

しかしながら、オンライン記録及び適用事業所検索システムによると、Ａ事業所は、

厚生年金保険の適用事業所としての記録が確認できない。 

また、Ａ事業所の所在地を管轄する法務局において商業登記の記録が無く、同事業

  



所に係る雇用保険の適用事業所情報から事業主を特定することができず、さらに、申

立人が記憶している同僚の連絡先も不明であることから、申立人の同事業所における

勤務実態及び厚生年金保険料の控除について確認することができない。 

３ 申立期間③について、申立人は、Ｂ社に勤務していたと申し立てている。 

しかしながら、Ｂ社は平成５年４月に厚生年金保険の適用事業所ではなくなってお

り、事業主は既に死亡している上、当該期間に被保険者記録がある従業員 22 人に照

会したが、申立人を記憶している者は一人のみであり、その者も「申立人が当該期間

に勤務していたかどうかまでは分からない。」旨供述していることから、申立人の当

該期間に係る勤務実態及び厚生年金保険料の控除について確認することができない。 

また、申立人は、上記のＡ事業所で一緒に勤務していた同僚と同時期にＢ社に入社

したと供述しているところ、当該同僚が同社において厚生年金保険の被保険者であっ

た記録は確認できず、さらに、同社の事業所別被保険者名簿において、昭和 56 年１

月６日に厚生年金保険の被保険者資格を取得していることが確認できる従業員は、

「Ｂ社には 55 年に入社し、同社の忘年会に参加した。」旨供述していることから、

同社では、必ずしも全ての従業員を入社と同時に厚生年金保険の被保険者とする扱い

ではなかったことがうかがえる。 

４ 申立期間④について、申立人は、Ｃ区の料理店に勤務していたと申し立てている。 

しかしながら、申立人は、事業所名を記憶しておらず、事業所の所在地の記憶も曖

昧なため、申立てに係る事業所を特定することができない上、申立人の当該期間に係

る雇用保険の加入記録も確認できない。 

また、事業主や同僚等の氏名及び連絡先についても不明としていることから、当該

期間に係る勤務実態及び厚生年金保険料の控除について確認することができない。 

５ このほか、申立人の申立期間①から④までにおける厚生年金保険料の控除について

確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険の被保険者として、申立期間①から④までに係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

  



関東東京厚生年金 事案24864（事案20929の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和18年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和36年９月８日から37年９月22日まで 

          ② 昭和37年９月24日から38年５月31日まで 

          ③ 昭和38年６月１日から41年８月26日まで 

申立期間については、第三者委員会に対して脱退手当金の支給記録を取り消してほ

しい旨の申立てを行ったが、認められなかった。 

しかし、第三者委員会の審議結果に納得できないので、新たな証拠等は提出できな

いが、再度申し立てる。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る申立てについては、申立人が申立期間③に勤務したＡ社の従業員調査

の結果から、同社が脱退手当金の代理請求を行っていた可能性が高いと考えられること、

同社に係る健康保険厚生年金保険事業所別被保険者名簿の申立人の欄には、脱退手当金

が支給されていることを意味する「脱」の表示が記されている上、申立期間の脱退手当

金は、申立人の申立期間③に係る厚生年金保険被保険者資格喪失日から約３か月後に支

給決定されているなど、脱退手当金の支給に係る事務処理に不自然さはうかがえないこ

となどの理由により、既に年金記録確認Ｂ地方第三者委員会（当時）の決定に基づき、

平成23年10月13日付けで年金記録の訂正は必要でないとする通知が行われている。 

今回、申立人は、年金記録確認Ｂ第三者委員会の審議結果に納得できないとし、再度、

申立てを行っているが、申立人から新たな資料や情報は得られず、このほかに同委員会

の当初の決定を変更すべき新たな事情は見当たらないことから、申立人は、申立期間に

係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

  



関東東京厚生年金 事案24865 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和22年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和45年10月１日から48年８月12日まで 

  Ａ社Ｂ工場に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。同

社には、夫と一緒に勤務しており、夫の転職のため一緒に退職し、社宅を引っ越し

た記憶があるので、夫の同社における厚生年金保険の資格喪失日である昭和 48 年８

月12日まで厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出のあった申立人の在籍期間に係る資料では、申立人の退職年月日は昭和

45 年９月 30 日であることが確認でき、同社は、申立期間に係る勤務実態及び厚生年金

保険料の控除について確認できないと回答している。 

また、申立人のＡ社における雇用保険の離職日は、昭和 45年９月 30日と記録されて

おり、厚生年金保険被保険資格の喪失日と符合している。 

さらに、申立人と一緒に検品の業務を担当していたとする二人の従業員は、申立人が

いつ頃退職したかは記憶していない旨供述している上、申立期間中にＡ社Ｂ工場におい

て厚生年金保険の被保険者資格を取得した従業員 14 人に照会し、７人から回答があっ

たが、申立人を記憶している者はいなかった。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連

資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたと認めることはできない。 

  



関東東京厚生年金 事案24866 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和14年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和33年４月26日から36年９月20日まで 

年金記録の確認をしたところ、申立期間について脱退手当金の支給記録があること

を知った。 

しかし、脱退手当金の請求手続を行ったことも、受給した記憶も無いので、申立期

間の脱退手当金の支給記録を取り消してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に申立人が勤務していたＡ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿に記

載されている者のうち、申立人の厚生年金保険被保険者資格喪失日である昭和 36 年９

月 20 日の前後３年以内に資格喪失した女性であって、脱退手当金の受給資格を有する

者の脱退手当金の支給記録を確認したところ、申立人を含む６名に支給記録が確認でき、

その全員が資格喪失日から５か月以内に脱退手当金の支給決定がなされている上、同一

日に資格喪失し、同一日に支給決定されている者が２名いることから、同社では、事業

主による脱退手当金の代理請求が行われており、申立人の脱退手当金についても、同社

が代理請求をした可能性が高いものと考えられる。 

また、申立人は、Ａ社に勤務していたときの昭和 35 年５月＊日に婚姻し、姓が変わ

っているところ、同社に係る事業所別被保険者名簿の申立人の欄には「氏名変更 36.11.

１」と、また、申立人に係る厚生年金保険被保険者手帳記号番号払出簿には「36.11.６

氏名変更」と記録されており、申立人の被保険者資格喪失日である 36年９月 20日より

後に氏名変更が行われており、氏名変更日は申立人に対する脱退手当金の支給が決定さ

れた同年 12月 14日に近接していることから、脱退手当金の請求に併せて当該氏名変更

手続が行われたものと考えられる。 

さらに、上記事業所別被保険者名簿の申立人の欄には、脱退手当金の支給を意味する

「脱」表示が記されている上、申立期間に係る厚生年金保険被保険者資格喪失日から約

３か月後に支給決定されているなど、一連の当該脱退手当金の支給に係る事務処理に不

  



自然さはうかがえない。 

加えて、申立人から脱退手当金について聴取しても、受給した記憶が無いというほか

には受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、申立期間に係

る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 

  



関東東京厚生年金 事案24867 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和10年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和31年２月９日から32年１月４日まで 

           ② 昭和32年１月４日から同年12月12日まで 

           ③ 昭和33年１月５日から34年６月２日まで 

年金記録の確認をしたところ、申立期間について脱退手当金の支給記録が有ること

を知った。 

しかし、脱退手当金の請求手続を行ったことも、受給した記憶も無いので、申立期

間の脱退手当金の支給記録を取り消してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間③に勤務したＡ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿の申立

人の欄には、脱退手当金が支給されていることを意味する「脱」の表示が記されている

上、申立期間の脱退手当金は、支給額に計算上の誤りは無く、当該脱退手当金の支給に

係る一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

また、申立人の厚生年金保険被保険者期間の被保険者記号番号は、申立期間である３

回の被保険者期間は同一番号で管理されているにもかかわらず、申立期間後の被保険者

期間は別の記号番号となっており、申立期間に係る脱退手当金を受給したため、その後

の被保険者期間と申立期間とは記号番号が異なっているものと考えるのが自然である。 

さらに、申立人から聴取しても、脱退手当金については、受給した記憶が無いという

ほかに受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、申立期間に係

る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

  



関東東京厚生年金 事案24868 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間①及び②について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和17年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和37年１月31日から同年２月１日まで 

         ② 昭和37年10月31日から同年11月１日まで 

  申立期間①については、Ａ社Ｂ部に昭和35年４月 25日からアルバイトとして勤務

し、37 年１月 31 日まで継続して勤務していたが、同年１月の厚生年金保険の加入記

録が無い。 

  申立期間②については、Ｃ社に昭和 37年３月 12日に入社し、同年 10月 31日まで

継続して勤務していたが。同年10月の厚生年金保険の加入記録が無い。 

  申立期間①及び②とも月末まで勤務していたので、厚生年金保険の被保険者期間と

して認めてほしい。 

  

  

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、Ａ社は、申立人に係る人事記録その他当時の資料は保存して

いないため、申立人の申立期間①における勤務実態及び保険料控除について確認でき

ない旨回答している。 

また、Ａ社は、申立期間①当時における従業員の退職の取扱いについて、退職日は

従業員の希望日とし、その他特別な取扱いは運用を含め無かったと思う旨回答してい

る上、申立人と同様に夜間大学生で、アルバイトとして勤務していたとする二人の従

業員のうち一人は、「申立人と一緒に同じ仕事をしていたが、退職日は自由であった

と思う。」とし、もう一人は、「アルバイト学生という身分から退職日はいつでも良

かったのではないか。」としているところ、この二人の厚生年金保険被保険者資格の

喪失日は、それぞれ昭和38年５月31日、39年３月15日と記録されている。 

さらに、申立人が記憶している上司に照会したところ、「申立人は夜間大学生で、

アルバイトとして勤務していたが、いつまで勤務していたかは覚えていない。」旨供

述していることから、申立人の申立期間①に係る勤務を確認することができない。 

  



加えて、Ａ社Ｂ部に係る健康保険厚生年金保険事業所別被保険者名簿から、所在が

判明した 20 人に、申立人の申立期間①に係る勤務について照会したところ、14 人か

ら回答があったが、申立人が申立期間①に勤務していたことを記憶している者は見当

たらない。 

また、上記被保険者名簿によると、申立期間①当時、月の１日を資格喪失日とする

従業員は見当たらない上、申立人の被保険者記録について記載内容に不備な点や不自

然な訂正処理が行われた形跡は認められず、当該記録はオンライン記録と一致してい

ることが確認できる。 

このほか、申立人の申立期間①における厚生年金保険料の控除について確認できる

関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が

厚生年金保険の被保険者として、申立期間①に係る厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていたと認めることはできない。 

２ 申立期間②について、Ｃ社は、申立人に係る人事記録及び賃金台帳等の資料は保存

していないため、申立人の申立期間②における勤務実態及び保険料控除について確認

できない旨回答している。 

  また、Ｃ社は、申立期間②当時における従業員の退職の取扱いについて、従業員の

申出どおりの退職日にしたと思う旨回答している。 

  さらに、Ｃ社に係る事業所別被保険者名簿から、所在が判明した６人に、申立人の

申立期間②に係る勤務について照会したところ、３人から回答があったが、申立人が

申立期間②に勤務していたことを記憶している者は見当たらない。 

加えて、上記被保険者名簿の申立人に係る被保険者記録について記載内容に不備な

点や不自然な訂正処理が行われた形跡は認められず、当該記録はオンライン記録と一

致している。 

このほか、申立人の申立期間②における厚生年金保険料の控除について確認できる

関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

  これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が

厚生年金保険の被保険者として、申立期間②に係る厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていたと認めることはできない。 

 

  




